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第 11章　 トランプ新政権誕生と米外交政策の大転換
――中・台・露・親イスラエル団体を中心に

松本　明日香

はじめに
さまざまなエスニック・グループが関与してきたアメリカ大統領選挙を経て 1、トランプ

（Donald Trump）新大統領が誕生し、米外交政策には大きな転換が見られた。近年、オバマ
（Barak Obama）政権下において、中台問題を抱える台湾系ロビーの政策への関与が弱まり
つつあった一方で、通商分野で関係を深める中国大陸系ロビーの関与は年々強まってきて
いた。また、対ロシア関係では、G・W・ブッシュ（George Walker Bush）大統領に続いて
オバマ大統領も、当初は米露関係の改善を図る「リセット」を試みたがクリミア侵攻など
を契機に対露強硬の立場をとるようになっていった。対中東関係では、歴史的にはユダヤ
系およびキリスト宗教保守の親イスラエル団体の中東政策関与が多くみられてきたのに対
し、オバマ政権ではアラブ系団体の関与が強まっていた。しかし、既存権力の打破を唱え
るトランプ政権の誕生によって、これらの傾向は一気に覆された。
各エスニック集団はなぜこれまでと異なる関与をしたのか、そしてそのメカニズムは機
能したのか、もしくは関与できずに機能していないのかを本稿では検証する。これらに答
えるにあたり、外国政府やエスニック・グループが直接・間接的に米大統領選挙に影響を
与えうる要因の仮説として大きく 3つ、昨年度報告書でも挙げた①団体結社、②政治献金、
③移民立国が考えられる。
第 1に、アメリカの政治学者ロバート・ダール（Robert Dahl）が「多元的民主主義のディ
レンマ」として指摘したように、アメリカ合衆国は多様な価値観や文化・知識や労働力を
包含するその多元性ゆえに経済的活力および政治的柔軟性を維持してきた一方で、公的ア
ジェンダが一部の強力な市民団体の主導で形成される側面をも有してきた 2。多くの人々
は無関心であるものの、ある少数派にとって重要な特定の問題については、少数派がそこ
に力を注ぐことで政策に大きな影響を与えることができる。これは、「言論の自由」と「結
社の自由」が保障されているからこそといえる。
第 2に、アメリカで大規模に行われてきた政治献金制度の影響である。マックス・ヴェー
バー（Max Weber）は近代資本主義を成立させた原動力はプロテスタンティズムであった
と指摘している 3。そのこと自体は米経済成長の強みとはみなされるが、現在、米国の大
統領選挙および連邦議会選挙における寄付・献金への規制は弱く、特定集団が政治に影響
力を行使しやすいことの要因の一つとなっている 4。特に、従来は政治行動委員会（Political 
Action Committee: PAC）を通した企業や組合による献金には一定額の制限があったが、
2010年にシチズンズ・ユナイテッドと連邦選挙委員会 (Federal Election Commission: FEC)
の間で争われた訴訟に対して連邦最高裁で判決が下され、企業、組合、個人が、候補者と
は独立に活動をしている限りにおいて政治献金額に制限がなくなった結果、スーパーパッ
クと呼ばれる政治行動委員会が生まれ、2016年選挙での献金額は過去最大規模の 18億ド
ル以上となった 5。
第 3に、アメリカ合衆国が成り立ちとして移民国家であり、かつ、排他的な移民政策を
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乗り越えながら「移民の国」として成立してきたことである 6。特定の外交政策アジェン
ダにおいても、第 1の少数派の団体に含まれるエスニック集団が市民団体として影響力を
行使してきた 7。一方で、多様な移民を受け入れてきたアメリカには、母国を含めた国際
環境に関心を強く持つ層がいたが、米国一般層の関心はどうしても内政に寄るため、外交
政策は選挙の争点となりにくいのである 8。
しかしながら、トランプ新政権は明らかに既存の政治を成立させていたこのような構造
自体を変化させようとしている。1月 28日に署名された大統領令によって元政府職員のロ
ビイング禁止期間がこれまでの 2年から 5年までに伸び、かつ、元政府職員の外国政府の
ためのロビイング自体が完全に禁止されることとなった 9。
そこで本稿では、上述の 3つの観点でもって、第 1にトランプ候補の当選後に大きな変
化の見られた米台接近とその顛末、第 2に米露接近とロシア系の関与増大、第 3に昨年に
続いて中東政策の転換と親イスラエルとアラブ系のせめぎ合いを分析する。具体的には、
2016年米大統領選挙後の中台露・親イスラエル関係の新たな展開と、オバマ政権および選
挙時の両陣営に対するエスニック集団の人的貢献や政治献金を分析し、これまでの米国の
対外政策に伴う法律や閣僚の動向、各陣営と他国やエスニック集団を通した人的・経済交
流や PACの動向、近年のエスニック集団自体の変化をおさえ、最後に新政権の今後の行方
をうらないつつ、日本外交への含意を記す。

1．台湾系と中国大陸系移民の攻防――アメリカの対中台政策
トランプが大統領に当選して以来、米中台関係が目まぐるしく変化している。中台グルー
プに注目しながら、第 1に、選挙後の変化を確認し、ついで第 2に選挙中の攻防とトラン
プ陣営の変容を分析した後、最後に第 3に歴史的な背景をおさえる。
まず、選挙後の変化としては（1）米台電話会談とキッシンジャー訪中、（2）台湾系登用
に大きな動きが見られている。
（1）米台電話会談とキッシンジャー訪中をみてみよう。12月2日、北京ではキッシンジャー
が習近平と直接会談をする直前に、台湾の蔡英文総統からトランプ宛に電話があり、トラ
ンプ自身がツイッターで祝電が掛かってきたとして礼を述べている 10。両者は電話会談の
中で、米台間に経済、政治、安全保障上の緊密なつながりが存在することに言及したとい
う。トランプの側も蔡総統が今年 5月に台湾総統に就任したことに祝意を表明したとして
いる 11。米大統領または次期米大統領と台湾総統との間の電話会談が公式に報告されたの
は、米政府が 1979年に中華人民共和国（以下、中国）政府との間に外交関係を樹立して以
来初であった 12。
批判を含めた反響を受けて、トランプはしばらくしてからツイッターで、「台湾に武器輸
出をしているにもかかわらず、祝電を受けてはいけないとは興味深い」という趣旨の発言
をしている 13。これに対して、12月 4日に中国は公式に 14、および中国中央テレビ局（CCTV）
も「中国本土は米政府と台湾当局との間のいかなる公式な接触にも断固として反対してい
る」と伝えた 15。
この電話会談は、現アイダホ州共和党議長スティーブン・イエーツ（Stephen Yates）が
台湾に滞在中に手配した 16。イエーツは、モルモン教徒の宣教師として台湾で過ごした後、
保守系シンクタンクのヘリテージ財団にアナリストとして在籍し、チェイニー（Richard 
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“Dick” Cheney）元副大統領のアジア政策顧問を務めた。また、トランプ氏の政権移行チー
ムでは助言役を務めてきた人物である。安全保障面で対中脅威認識を台湾と共有しており、
台湾を支持する姿勢が非常に強い 17。ただし、トランプ自身はこれまで通商面での対中交
渉を重視する姿勢を見せてきたため、台湾側には米台関係が対中交渉のカードとして使わ
れるだけなのではないかという懸念がある 18。
一方で、今回の台湾からの電話会談はヘンリー・キッシンジャー（Henry Kissinger）の訪
中時に行われたため、直後の反応が抑制的であったとも言われる 19。キッシンジャーは米
中国交正常化交渉の立役者であり、習近平とも過去に会合経験がある。トランプもキッシ
ンジャーを尊敬すると公言しているが、政権内抗争が垣間見える形となった。また、その
後、2月 10日に予定されていた安倍首相とトランプ大統領のサミット直前に事態は大きく
動いた。2月 8日にトランプが習近平からの祝賀に対して謝意を文面で送り、9日に習近
平がトランプと電話会談を行い、トランプは「一つの中国」政策に対する前言を撤回して、
これまでの米政権と同様の立場を示した。香港・韓国筋によると、中国は米国に対して大
きな見返りを与えたという。
（2）台湾系アメリカ人のイレーン・チャオ（Elaine Chao）が運輸長官として指名された 20。
トランプの選挙陣営主流にアジア系はほぼ皆無だったが、閣僚に数名のアジア系が指名さ
れたうちの一人である。G・H・W・ブッシュ（George Herbert Walker Bush）政権期に運
輸副長官、G・W・ブッシュ期に労働長官を務めている。父親は上海の大学で元中国国家
主席の江沢民と同級生で、その後渡米した海運関係の資産家でもあり、夫がマコーネル
（Addison Mitchell “Mitch” McConnell, Jr.）上院院内総務である。また、ネオコン系といわれ
るハドソン研究所の名誉研究員でもある。ハドソン研究所では安倍首相も講演を実施した
ことがあり、当時のオバマ政権筋からはこれに対する批判の声も聴かれたが、この点で日
本も期せずしてトランプ政権に接点があったともいえる。また、ハドソン研究所には対中
強硬派の意見が多くみられる 21。
このように大きな動きが見られ始めたが、第 2にこれに至る選挙中の中台の攻防とトラ
ンプ陣営の変容を見てみよう。台湾系に関しては、予備選挙段階からトランプを支援して
きたヘリテージ財団に台湾の国際機関への参加に関するシンポジウムを開催するなど親台
湾的な側面があった 22。また、天安門事件等で移民してきた大陸系の一部は対中強硬派的
な面からトランプの対中政策を支持している 23。しかし、トランプのツイッターに「一つ
の中国」が現れたのは選挙後が初めてであり 24、選挙中はむしろミシガン州において台湾
も中国・韓国と並んでアメリカの工業製造を奪っていると批判していた 25。
一方で、中国大陸系のトランプ支持団体も存在した。たとえば、「中華系北米トランプ選
挙援助団（華裔北美川普助選団）」がトランプのカリフォルニア集会などに参加している 26。
トップの王団長は 10歳の時に米国に移住してきた北京市出身の 32歳で、職業は投資家で
ある。これまで、中国大陸系アメリカ人が米国内で批判されたときの抗議デモなどをおこ
なってきた。2016年選挙においては、同団体の女性参加者がトランプからスピーチ壇上に
招かれていたりした 27。
総じてトランプ候補は米国内経済政策に重点を置き、かつ、ロビー活動や献金への批判
をくりかえしてきており 28、通商摩擦が見られる国や民族にとって関与が困難な相手であっ
た。本稿冒頭でも触れたように、1月 28日には政府経験者のロビイングを 5年間禁じる大
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統領令と、外国政府へのロビイングを禁じる大統領覚書を発出している 29。これはトラン
プの選挙公約に合致するものであった。したがって、トランプ候補と選挙陣営は少なくと
も中国に対して、冒頭に掲げた 3つの仮説（①団体結社、②政治献金、③少数民族の関与）
をすべて覆す特異な表明をおこなってきたと解釈できる。ただし、のちほど触れる娘夫婦
や実業界の影響は今後も見ていく必要があるだろう。
選挙中も現在も、中台からのトランプの評価には混乱とばらつきがみられる。台湾のメ
ディアでは、トランプが勝利すると TPP離脱問題をはじめとして世界的に悪影響があり、
中国大陸外に活路を見出すという蔡総統の方針にも支障が生じると冷静に分析される一方
で、ある面では有利に働く可能性も指摘されていた。たとえば、南シナ海や東シナ海にお
ける米海軍配備が増す可能性などに触れるメディアもあった 30。選挙前、中国シンクタン
クのとあるアメリカ研究者は、いずれの候補が当選しても対処は可能であるとする認識を
示していたが、仮にトランプが大統領になった場合には、貿易摩擦を中心に「強い短い痛
み」が伴う一方で、ヒラリー・クリントンになった場合には、軍事介入までいかずとも中
国の海洋進出に圧力をかけ続けるような「弱い長い痛み」が伴うだろうとの予測を示して
いた 31。
トランプ大統領の外交思想は、1980年代のままであると批判されてきたが 32、徐々に選
挙参謀たちの進言を受け入れている部分もみられる。選挙期間を通じてトランプ自身のア
ジアの安全保障に関する発言は極端に少なかったが、選挙後に前述の電話会談に関する中
国からの批判を受けた後、トランプはツイッターで「（米国は）中国製品に重税を課してい
ないのに、（中国は）南シナ海の真ん中に巨大軍事施設を建設？それは違うと思う！」と南
シナ海の安全保障にも言及するようになってきている 33。
共和党議員ランディ・フォーブズ（Randy Forbes）の外交・安保シニアアドバイザーで
あったアレクサンダー・グレイ（Alexander Gray）がトランプ陣営にシニアアドバイザーと
して加わり、数少ないトランプ支持を表明した経済学者であるピーター・ネヴァロ（Peter 
Navarro）と共に、一般投票日直前にフォーリンポリシー（Foreign Policy）誌に論文を掲載
した 34。これはアジアリバランスの重点を TPPの通商協力からアジア太平洋での軍事強化
へ変更させることがクリアに打ち出されており話題を呼んだ。グレイは議会で中国コーカ
スにも関与していたが、安全保障関連での担当や分析が多く、対中強硬派であるが、若く
特段中台からアプローチを受けてきたわけではない 35。また、ネヴァロはビジネススクー
ルの教授であり、通商の専門家ではないが、対中通商関係を激しく批判する書籍『中国に
よる死（Death by China）』などを出版している 36。グレイとネヴァロも中台や各エスニッ
ク集団との関係性が特段深いとは言えず、この点では各団体の関与が成功したわけではな
いことが窺える。
一方で、トランプは真っ先に中国とイスラエルの大使を指名していることからわかるよ
うに、中国との関係性自体は重視している。中国大使としては、習近平と 1985年以来から
の「古い友人」であるというテリー・ブランスタド（Terry Branstad）米アイオワ州知事を
起用している 37。ブランスタドは州知事歴が長い実力派の米国重鎮であるが、中国への穀
物輸出を積極的に推進してきており、トランプの主要な公約である対中輸出のロールモデ
ルともなる。また、習との交流があるブランスタドは、トランプの過激な対中発言を現地
で緩和する役目を果たすことが期待される。さらに身近なところでは、トランプが特に厚
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い信頼を寄せている娘イヴァンカ（Ivanka Trump）は子供の乳母として中国人を雇っており、
イヴァンカの娘、トランプの孫にあたるアラベラ（Arabella）は将来を見越して中国語を学
んでいる。2017年 2月 2日にイヴァンカとアラベラは中国大使館の旧正月新年会に招かれ
ている 38。
対照的に、クリントン陣営においては、選挙中から中国系との深い関係がみられた。た
とえば、財務責任者として中国系のデニス・チェン（Dennis Cheng）が任命されていた 39。
彼はもともと国務省の式典担当であったが、クリントン家が運営する慈善団体・クリント
ン財団の財源開発（development）担当として、約 2億 480万ドルを集めた実績があった 40。
また、2013年にクリントン財団に対して 41、中国全人代代表でもあった中国系企業・日林
実業集団（Rilin Enterprises）の王文良から 200万ドルが寄付された 42。なお、クリントン
財団は選挙ではなく慈善事業のためとして、外国政府から 4200万ドル、外国組織や個人か
ら 1.7億ドルの寄付を受けている。慈善事業の評価組織である Charity Watchは、クリント
ン財団が集めた資金の 89%は慈善事業・プログラムに使用されていると評価し、同じく慈
善事業の評価組織である Charity Navigatorは、資金の 98％は慈善事業関連に使用され、中
でも少なくとも 79％は慈善事業に適正に使用されているとしている 43。しかし、クリント
ン財団の存在は選挙期間中に Foxやトランプに大きく取り上げられて攻撃対象とされた 44。
以上のように、米中台関係はこれまでにない動きを見せつつある。関連エスニック集団
の歴史的変遷は昨年度報告書論文に記したとおりだが 45、以下、最後に第 3として簡単に
記し、「おわりに」で今後の展望を描く。
中華系移民自体は 46、日系移民以前からの古い歴史を有し、移民排斥法や黄禍論などの
試練を乗り越えつつアメリカに定着していった。1949年に中国大陸に共産党政権が樹立、
国民党と共に多くの難民が大陸から台湾へ移った 47。その後、大陸の共産党政権は 1977年
まで米国への移民を禁止していたため、台湾からの移民がほぼ米国の移民受け入れ枠を使
用することができた 48。

1979年に米国は台湾との国交を破棄したが、米国で台湾関係法が成立したことにより、
台湾系は大陸系とは別の移民枠でもって引き続き受け入れられた。やがて 1980年代に台湾
の社会・経済情勢が安定してくると、移民の増加は鈍化していき、2010年時点で米国内の
台湾系移民は 23万 382人から 91万 9000人程度と推定される 49。一方で、共産党政権が正
式に移民を許可した 1977年以降、中国大陸からの移民も増加してきており、現在は米国内
の大陸系移民はアジア系最大規模となる 430万人以上となっている 50。
古くは「チャイナ・ロビー」と言えば台湾系を指し、1949年以降の中華人民共和国の非
承認などを巡って活発に活動した、ジャッド（Walter Judd）元下院議員らが率いる「百万
人委員会」などが大きな勢力として知られていたが、60年代後半から 70年代前半には、
いったん勢力が低下した 51。その後、ニクソン大統領とキッシンジャー大統領補佐官主導
の米中接近に反発して、台湾は米国内および台湾系アメリカ人への働きかけを強化していっ
た。たとえば台北経済文化代表事務所（TECRO）や 52、台湾人公共事務会（FAPA）は 53、
連邦議会と州議会への古典的ロビーに加えて、有力な議会人脈を形成すべく将来を見通し
て投資を行ってきており、米台関係の維持・向上のため、州知事時代のビル・クリントン
（William “Bill” Clinton）や G・W・ブッシュ大統領にも関与してきていた 54。
一方で、中国共産党は歴史的にキッシンジャー（Henry Kissinger）など米政権トップレベ
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ルとの関係に頼っていたが、十分でないと指摘されてきた。李登輝総統訪米や台湾関係法
に対する取り組みを目の当たりにして、中国共産党も中国系アメリカ人を軸としたアメリ
カ国内での支持基盤を広げることの必要性を感じて活動を開始していった 55。米中貿易全
国委員会（the US-China Business Council: USCBC）は、米中両国に事務所を有する有力な大
陸系団体で、2003年の温家宝首相訪米時には夕食会を開催している 56。100人会（Committee 
of 100）は大陸系アメリカ人が天安門事件後の 1990年に結成した団体で 57、総会には 400
人近くのビジネス、政治、芸能等における有力な大陸系アメリカ人らが集まっている。こ
れまで米中は通商を軸に関係を深めてきた。しかし、トランプは通商赤字の解消を第一の
公約と掲げており、米中間の通商を軸として新政権と友好関係を深めるには時間を要する
だろう。
以上のように、「チャイナ・ロビー」として台湾系が 70年代後半から 80年代にかけて議
会を中心に大きな成功を収めた。その後、共産党政権下の大陸系も移民してきており、未
だ国力の割には十分とは言えないものの、着々と力を伸ばしてきた。しかし、トランプ新
政権の誕生によって、中国と米国の大陸系団体は逆風にさらされている。

2．ロシア系人脈とロシアの選挙関与――米国の対露政策転換
独立戦争時の英仏のように、革命が起こる際には背後に敵の敵がいる場合がある。本節
では、第 1に合法的な革命ともいわれる 2016年選挙におけるトランプ陣営とロシアの関係、
および第 2に 2016年選挙以前のロシアとトランプの関係を整理し、最後に第 3として選挙
後の新政権の体制と行方をうらなう。
第 1に、政府情報機関三部署合同（FBI、CIA、NSA）の報告によると、選挙戦中、ロ
シアは民主党と共和党の両方のメールシステムをハッキングしていたが、ロシアがウィキ
リークスを使って拡散したのは民主党のメールのみだったとされる 58。ロシア側は否定す
るものの、中央情報局（CIA）と米連邦捜査局（FBI）は「確信がある」とするが国家安全
保障局（NSA）は「やや確信がある」としている。これに対してトランプはこの報告書自
体は否定していないが、ほかの国（中国など）もハッキングをしていると一蹴している 59。
しかし、一部の報道では、ロシア側には、クリントンに不利な情報を発することでトラン
プが大統領になることを助ける一方で、トランプが大統領になった暁には彼に不利な情報
を握っていると脅すもくろみがあるのではないかと疑う論調もある 60。
ロシアが握る不利な情報についての報告書を作成した反トランプ調査会社フュージョン

GPSは 61、当初、共和党予備選の期間中に反トランプのスーパー PACの依頼を受け、イギ
リスの元MI6であったクリストファー・スティール （Christopher Steele）が創業したオービ
ス・ビジネス・インテリジェンス社に調査委託を行なっていた 62。その後本選が始まると、
匿名の民主党支持者がこの調査会社に資金を出した。夏ころには報告書があがり、選挙前
にメディアにはリークがされていた。
しかし、この報告書は状況証拠が多く、裏づけを取れない情報が多かった。そのため、
メディアは報道を見送っており、オバマ大統領も側近の一部としか審議できないでいた。
たとえば、トランプの弁護士コーエン（Michael Cohen）がロシア政府の代表とプラハで会っ
ていたと報告書はしているが、弁護士はツイッターでパスポートを公開し、一度もプラハ
に行ったことはないと反論している 63。また、ロシアとトランプ陣営の情報交換の窓口は、
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トランプの元外交アドバイザーのカーター・ページ（Carter Page）だとされたが、本人は
報告書について、「ごみ」だと述べている 64。トランプ自身はツイッターで「ロシアとは何
の関係もない。取引もない、借金もない、債務もない、何もない！」と反論し 65、記者会
見では「もしプーチンがドナルド・トランプを好きなら、それは財産になる。負債ではない」
と開き直った 66。
しかしながら、ロシアとの関係がないというトランプの主張は、残念ながら事実ではな
い。ここで第 2の 2016年選挙以前のロシアとトランプの関係に移ろう。バズフィード誌が
掲載した疑惑の事件は 67、2013年 11月にモスクワで開かれたミス・ユニバース・コンテ
ストにトランプが参加した際に録画されたとされ、少なくともその当時、トランプはロシ
アとの良好な関係を築こうとしていたことは明らかである。トランプは当時、ツイッター
に「プーチンは 11月にモスクワで開かれるミス・ユニバース会場に来てくれると思うか
い？もしそうだとしたら、彼は私の新しい親友になるだろうか？」と書いている 68。
さらに、トランプはそれ以前からモスクワにおけるトランプタワーの建設を視野に、ロ
シアに高い関心を持ってきた。トランプは 1987年に出版した『トランプ自伝──アメリカ
を変える男（Trump: The Art of the Deal）』の中で、1986年から当時のソ連に関心を持つよう
になったと書いている。この年のユーリ・ドゥビニン（Yuri Dubinin）駐米ソ連大使との昼
食会を催し、翌年 87年にトランプは、高級ホテルの建設候補地の視察のためモスクワを訪
問した。トランプは元ソ連軍人のアレクサンドル・レベジ（Alexander Lebed）とニューヨー
クのトランプタワー（Trump Tower）で面会し、レベジはトランプによるモスクワでのホテ
ル建設計画を称えたと、ニューヨーカー（New Yorker）は報じている 69。2000年ごろには
じめて、ニューヨークの開発業者ベイロック・グループ（Bayrock Group）の創始者のうち
の一人であるフェリックス・サッター（Felix H. Sater）からコンタクトがあり、2005年に
トランプは、同社と取引をして、モスクワにトランプタワーを建設する契約にも調印した。
同社を創業したのは、先のサッターを含む旧ソ連出身の移民 2人だった 70。うち一人の創
始者テヴィフィク・アリフ（Tevfi k Arif）はソ連時代のカザフスタン出身の商務省の役人で
あった。さらにモスクワでミス・ユニバース大会が開かれた 2013年までに、実現はしなかっ
たものの、トランプはロシア大統領府のそばにトランプタワーを建設するという新たな契
約を結んでいた。実に過去3回もロシアでのトランプタワーの建設に挑戦しているのである。
一方で米国内では、トランプはニューヨークのタワーマンション「トランプ・ソーホー

（Trump SoHo）」をはじめ、フロリダやアリゾナのフェニックスにも複数のトランプ物件を
建設したが、これらの主な資金源は前述の旧ソ連系ベイロック・グループやサピオ・オー
ガニゼーション（Sapir Organization）のロシア・マネーであった 71。サピオ・オーガニゼーショ
ンの創始者タマル・サピア（Tamir Sapir）もソ連時代のグルジアからの移民である。この
中には、後にプーチン大統領に「便宜を図った」としてその存在が明らかになった、アイ
スランドで登記されている投資会社も含まれていた 72。
そして、2007年に再び 2008年大統領選を視野に入れはじめたトランプは、ロシアとの
関係を深めていった。当時トランプは CNNでのインタビューにおいて、「あなた方がプー
チンのことを好きにしても嫌いにしても、彼にはぜひ注目してほしい。プーチンはロシア
のイメージの再構築、ロシア時代の再建において素晴らしい仕事を成し遂げてきている」
とプーチンを高く評価していた 73。また、トランプはロシアとの繋がりを一層深めていっ
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た。トランプは 2008年、ロシアの大富豪ドミトリー・リボロフレフ（Dmitry Rybolovlev）
にフロリダ州パームビーチに所在する邸宅メゾン・ド・ラミティエ（Maison de L’Amitie）
を 9500万ドルで売却した 74。近年は米国内のロシア人脈とも関係が深かったことがうかが
い知れる。
ここで第 3の新政権の体制に移ろう 75。様々な思惑が背景に感じとられるロシアの積極
的な援護射撃もあって成立したトランプ政権は、国務長官に世界最大の石油メジャーであ
るエクソン・モービル（ExxonMobil）の代表取締役 CEOであるレックス・ティラーソン（Rex 
Tillerson）を指名した 76。ティラーソンは、外交経験はないが海外取引経験は豊富に有し、
エリツィン元大統領の時代からロシアとも親密で、現ウラジーミル・プーチン（Vladimir 
Putin）大統領とも親交が深い。ティラーソンは 2011年、ロシアの国営石油会社ロスネフ
チと歴史的な合弁事業の合意にこぎつけ、2013年にはロシアから「友好勲章」を授与され
ている。それによりロシア北部の北極海の資源開発へのアクセスを獲得したエクソンは、
見返りに同社が開発を進める油田などの一部権益を取得する権利をロスネフチに与えた。
その合意は、オバマ政権の下で 14年に始まった米政府の対ロ制裁の影響で停止に追い込ま
れていたが、現在、トランプはその経済制裁を撤廃する意向を示してきた 77。
冷戦中、アメリカと旧ソ連は人的交流も経済交流も限定的であったが、冷戦終焉後、経
済制裁実施まで対露通商は拡大基調であった 78。2016年米大統領選挙におけるロシア政府
の関与とトランプ選挙陣営および新政権におけるロシア系人脈の躍進は、ケント・カルダー
（Kent Calder）『新大陸主義－ 21世紀のエネルギーパワーゲーム』が示唆するように 79、ま
さにジオエコノミクスの逆襲であった。大陸主義は「領土的に隣接する国々の大陸的なス
ケールでの経済的・政治的統合を促進する社会的・経済的諸政策」とされるが、これがユー
ラシア大陸の枠を超えてアメリカにまで拡大した形だ。諜報関係の実際のところは闇の中
だが、少なくともトランプはその経済・通商・ロシア系コネクションの拡大傾向の恩恵を
受けてきた新しい層だと言えるだろう。
ただし、ロシアは世界の 4分の 1にあたる天然ガス埋蔵量を誇っているが、米国のシェー
ルガス革命が実用化する中で、天然ガス価格が低迷し大きな打撃を受けている 80。トラン
プ大統領はシェールガス用のパイプライン開発再開を推し進める大統領覚書を 3本発出し
ており 81、ロシアとの関係改善や開発協力にあたっての経済的な米国国益は限定的である。

3．親イスラエル派とアラブ系の攻防――アメリカの対イスラエル・対中東政策の揺り戻し
オバマ政権が政権末期にレームダック状態の中で力を注いだイラン核合意と派生的に生
じてきた中東再編も、トランプ政権において大きな方向転換がなされつつある。第 1に、
現在大きな話題を呼んでいる（1）イスラエルの大使館移転、（2）ムスリム系移民制限を確
認したのち、第 2に関連する政権内の立場と関連グループを分析し、第 3に昨年度報告書
で分析した各グループの動向およびオバマ政権下での変化と比較した上で、今後の行方を
うらなう。
まず（1）イスラエルの大使館移転について、トランプは選挙戦中からイスラエルの首都
をエルサレムと認め、米大使館をテルアビブからエルサレムに移すと主張してきた 82。大
使館を移転するとなると、パレスチナをはじめ、中東アラブ諸国の大きな反発が予想され、
大統領報道官は「意思決定するための初期段階にある」と述べている 83。イスラエルの正
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統派ユダヤ人たちの中には、この新大使館案は「第三神殿」であり、トランプは神の予言
を成就するとまでみなしている勢力もある 84。
第三神殿自体はユダヤ教の予言のひとつでもあるが、昨年度の報告書でも議論したよう
に 85、米国内で主流派を占めるキリスト教福音派は、キリストが再臨する前にイスラエル
が建国され、ユダヤ人が集まる（そして滅びる）という教義を説くため、ユダヤ系よりも
むしろイスラエル建国を支持する率が高い 86。トランプは世俗派ではあるが、最高裁判事
人事やイスラエルに関する発言などを通して宗教保守派の票を獲得してきた 87。しかしな
がら、本人は父親はドイツ系、母親はスコットランド系で、アメリカキリスト教主流の長
老派（Presbyterian）である 88。もともと離婚歴も多く、LGBTにも寛容であったが、選挙
戦を通して宗教保守寄りに公約を転向するなど 89、コアな支持者に迎合する傾向にある。
基本的に政治献金はクリントンへ多く流れたが、トランプに対する最大の寄付者はユダ
ヤ系のシェルドン・アデルソンだった 90。アデルソンはアメリカのラス・ベガスとペンシ
ルベニア、東南アジアのマカオとシンガボールでカジノを経営、イスラエルのベンヤミン・
ネタニヤフ首相と緊密な関係にある。第 2位はロシア系およびユダヤ移民の息子であるバー
ナード・マーカスだ。ホームデポ（Home Depot）の共同創始者である。
ついで、大きなデモを招いた（2）ムスリム系移民制限がある 91。もともとトランプ陣営
には以下見るように反ムスリムの発言をする閣僚が多数含まれていたが、トランプ大統領
がイランやイラクのムスリム系入国制限する大統領令を発出後、イランはミサイル実験を
行った。さらにこれに対して、トランプ政権はイランをテロリストの支援国だとして経済
制裁強化をしている。オバマ大統領が対 IS掃討においてイランと協力をしつつ、経済制裁
撤廃を掲げながら核合意を取り付けたことから既に逆行しだしている。
一方で、反トランプ派のデモの中にはムスリム系移民が多く含まれる。トランプ大統領
の就任式当日、「自由パレスチナ（Free Palestine）」を掲げたパレスチナ関係団体のデモが
ワシントン DCのオフィス街でビルの窓を割ったり、車を燃やすなど暴徒化した 92。著者
は実際に就任式を視察したが、著者が到着した段階では特に制限もなく会場に入ることが
できたものの、暴動のため途中から入場ができなくなっていた。また、就任式会場内では、
抗議に訪れたと思しきムスリム系の学生が「Meet Muslim」というプラカードを持ってメ
ディア取材を受けていた。その翌日に行われた「Women’s March」という 50万人規模のデ
モの公式ポスターにはムスリム女性のイラストも掲げられていた 93。
このようななかで、トランプ政権の国防長官には、イラン核合意に反対してきたマティ
ス（Jim Mattis）元海将が指名された。ただし、マティス自身はパレスチナとイランがアメ
リカとイスラエルを脅かすという認識は持っているものの、イスラエルの軍事機能がテル
アビブに所在するためエルサレムへの首都移転にはこだわっていない 94。マティスは 2003
年のイラク戦争に参加し、翌年のファルージャ総攻撃でも主要な役割を果たした。2010年
に中央軍司令官に就任。2013年に退役したが、イランとの秘密交渉の最中であったオバマ
大統領がマティスのイランに関する攻撃作戦を拒否したことが、マティスの早期退任の理
由のひとつであるといわれる 95。
一方で、トランプ自身はイランに対しては両義的なスタンスでもある。第 2回目の大統
領討論会でトランプは「アサド（大統領）は ISISを殺害している。ロシアは ISISを殺害
している。イランは ISISを殺害している」とイランの貢献まで認めて発言した 96。しかし、
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オバマ政権はイランとロシア、シリアの政権がイスラム国に抵抗する穏健な反体制派に対
して武力を行使していると指摘しているが、トランプは 3回目の大統領討論会でも、こう
した反体制派はアサド政権より悪いかもしれないと発言していた 97。
また、トランプに大統領補佐官（国家安全保障担当）に指名され、のちに 2月 13日に離
任した、退役陸軍中将のマイケル・フリン（Flynn）も反ムスリムを強く表明してきていた。
フリンは過去に国防情報局（DIA）局長として対テロ対策に携わり、反テロ・反ムスリム
市民団体「アメリカのための行動（ACT for America）」の理事で 98、ツイッターでは「ムス
リムに恐怖を感じるのは合理的である」と述べて大きな批判を招いていた 99。対イランの
経済制裁強化の演説中に、「イランはテロリスト支援国である」と述べていた 100。
一方で、副大統領のペンスは宗教保守層に高い人気を誇る。彼自身はアイリッシュカソ
リックであったが、のちに福音派にも傾倒し、「ボーンアゲイン・エヴァンジェリカル・カ
ソリック」となったと説明していた時期もあり、現在は「キリスト教徒、保守主義者、共和
党、この順番である」と述べている 101。内政に力点を置いているが、中東に関しては「イ
スラエルが最大の友である」との発言をしている。そのほか、イスラエルに関して特筆す
べき新政権の動きとしては、ほかの大使にさきがけて、イスラエル大使が指名されている
ことが挙げられる 102。
ところが、トランプに大統領首席戦略官兼上級顧問に指名されたバノン（Stephen 

Bannon）は自身が運営するニュースサイト「ブライトバートニュース（Breitbart news）」
でトランプ支持層を動員して選挙戦に大きく貢献したが、むしろ、白人至上主義および
反ユダヤ主義を表明している 103。米国の大規模なユダヤ人団体「名誉毀損防止組合（Anti-
Defamation League: ADL）」は、「白人の国粋主義者と反ユダヤ主義、人種差別主義者の集団
であるオルタナ右翼たちの総本山ともいえるニュースサイトを統括してきた人物が、米国
の政権幹部として『人民の家（people’s house）』に入る日であることを悲しく思っている」
との声明を発表している 104。
これに対して、2011年から共和党全国委員長を務め、トランプに大統領首席補佐官に指
名されたラインス・プリーバス（Reince Priebus）が議会対応においてバランスをとること
を期待されている。プリーバスはティパーティに傾斜する宗教保守派ではあるが、ライア
ン下院議長ら党主流派とも良好な関係にある 105。イスラエルのシンクタンクは、ヒラリー
でもトランプでも、どちらも娘婿がユダヤ系であるため問題ないと述べていたが、実際に
ユダヤ系の夫ジャレッド・クシュナー（Jared Kushner）と結婚するためにユダヤ教に改宗
したトランプの娘夫婦がバノンではなくプリーバスを推したため、補佐官はユダヤ系に対
して対照的な立場をとるこの二人による両輪となった形だ 106。ただし、バノンが NSC常
時参加となったため、再選が近づいてくると大衆動員に影響力のあるバノンが再度重視さ
れて力関係が変わることが懸念される。
たしかにオバマ大統領再選前までのアメリカの対イスラエル・対中東外交をみてみると、
イスラエルへの経済・軍事援助や準同盟国扱いなどの特別待遇が特徴的なものとして浮か
び上がってくる。昨年度報告書の中で詳細に述べたように、イスラエルの地政学上の重要
性や、アメリカとの価値観の共有なども当然背景にあるが 107、それでもその待遇は突出し
ている。軍事援助、準同盟化、国際的なイスラエル寄りの立場などがそれである 108。
それを支えてきたとされる「イスラエル・ロビー」の特徴を昨年度分析してきたが 109、
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先鞭をつけたのはユダヤ系の国際政治学者であるジョン・ミアシャイマーとスティーヴン・
ウォルトだった。彼らはイラク戦争への米国とユダヤコミュニティの対応を顧みて、イギ
リスの雑誌に掲載した論文を改稿して発表した 110。
ミアシャイマーらによると、「イスラエル・ロビー」はユダヤ系と親イスラエルの非ユダ
ヤ系を含み、単一のまとまった団体ではなく、さまざまな団体や個人から成るが、基本的
にアメリカの対イスラエル支援を支持し、イラン革命後のイランを敵視してきている。
まず、ユダヤ系団体としては最大のアメリカ・イスラエル公共問題委員会（American 

Israel Public Affairs Committee：AIPAC）は、豊富な資金力とネットワークを生かした各方
面への働きかけに定評がある 111。なお、2016年にトランプは AIPACで演説をしている 112。
全米主要ユダヤ人団体代表会議（CPMAJO）には、50を超える団体が代表を送っているが、
イスラエル強硬派政党に傾いてきているとされる。
さらに、核をなしているのはユダヤ系アメリカ人であるが、非ユダヤ系も含み、「自由で
民主的な」価値観を重視する新保守主義の団体もある 113。そして、先述したように非ユダ
ヤ系グループにもかかわらず、教義の中でユダヤ人がイスラエルに帰還する必要があると
して、アメリカのイスラエル支援を支持するキリスト教シオニストのグループもある。
これらの親イスラエル系のグループは基本的に、アメリカが対イラン制裁を緩めると、
イランに資金的な余裕が生まれ、それが核開発に費やされ、結果的にイスラエルがイラン
による核攻撃の危険にさらされるとみなす傾向にある。
それにもかかわらず、オバマ前政権はイランの核開発の停止と引き換えに経済制裁を緩
めるイラン核合意を実現した 114。これに対して、上述のアメリカ国内のイスラエル・ロビー
団体は基本的に交渉に懐疑的な立場を表明していた 115。議会側が大統領の拒否権を覆すた
めには「両院で 3分の 2以上」による決議が必要であり、実質的に、この票数が集まるか
どうかが焦点であった 116。この時、オバマ大統領が支持を求めたのは、Jストリートなど
の新しいリベラル系ユダヤ人団体であった 117。アメリカのイスラエル支援を支持しつつも、
「二国共存」によるパレスチナ問題解決やイランとの交渉に賛同するリベラル系のイスラエ
ル・ロビー団体が生まれつつあり、この Jストリートもそのような団体の一つで、クリン
トン政権の対中東政策を支えた投資家のジョージ・ソロスが、2008年に創始した政治資金
団体 (PAC)であった。
また、オバマ政権の中東関連のポストにも変化が生じていた。当初こそ AIPACの前会
長が創始した近東研究所の共同創設者であったユダヤ系のデニス・ロス（Dennis Ross）が
中東担当補佐官としてイラン制裁を統括してきたが、2011年に辞任した。後任には、イ
ラン人の妻を持ち、イラン系アメリカ人評議会顧問委員であるジョン・リンバート（John 
Limbert）が就いている。また、議会においてはリー・ハミルトン（Lee Hamilton）元下院
議員が、米イラン関係修復を求めるイラン系アメリカ人評議会長と親しく、イラン問題で
のオバマ大統領の相談役として重要な役割を担ってきていた。
オバマ政権は、新たなユダヤ系団体と親イラン的な側近に支えられて中東情勢を動かし
てきたが、トランプ政権では反ユダヤのコアな支持者を抱えつつも、先に見たような親ユ
ダヤおよび反イランの体制を整えつつあり、親イスラエル寄りの方向に舵を切っていくこ
とが予想される。特に、イランを含めたムスリム系移民を大統領令等でもって新しい流れ
を阻止し、かつ、宗教保守票の獲得のために政治献金を解禁する動きを見せている。我が
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国はこれを見据えて、中東情勢の激変に対処すべきだろう。

おわりに
以上のように、2016年選挙を通して、冒頭に挙げた、①団体結社、②政治献金、③移民
国家の 3要素について、それぞれ大変革があったことが明らかになった。トランプ当選の
背景にはオバマ政権で見られた新しいエスニック集団へのバックラッシュおよび第一節に
見られるような伝統的に強力とされたエスニックロビー自体を拒否する姿勢が見られた。
具体的には、第二節で分析したように、オバマ政権では近年厳しい関係にあったロシアと
の繋がりが、トランプ本人および閣僚において顕著に強く見られ、選挙とその後の政策に
影響を与えている。昨年度指摘した通り、オバマ政権のイランに関する政策変更は、議会
の反対を大統領権限で押し切ったところがあり、結局、第三節で見たようにトランプ外交
においては旧来のエスニックロビーの影響力が増した。一方で、トランプは外交政策への
理解にはおぼつかない点が指摘されるものの、選挙活動費を自腹で賄うと宣言していた通
り、「旧来のエスニックロビー」の影響を免れうる特異な候補ではあった。しかし、第二節
で見たように、より巧妙な形でエスニック集団や外国政府または新しい移民からの影響を
受けている部分も否定はできない。最後に今後の米外交の行方と日本外交の注意すべき点
を記す。
第一節でみたように、中台関係は大きく揺れている。トランプに投票した支持基盤には
通商・経済の観点からの対中強硬派が多い。そして、政権内には台湾系との繋がりがある
ものの、特段中台どちらにも繋がりは薄く安全保障の観点のみから対中強硬派である識者
も入っている。一方で、中国大使は真っ先に決定されるなど、トランプ政権においても中
国の重みは変わらない。また、トランプが尊敬するというキッシンジャーはいったん台湾
派に牽制された形だが、最終的には、「1つの中国」政策に対して、中国側はトランプから
従来通りの言質を取ることに成功した。政策決定に大きな影響を与えうる娘夫妻は中国と
の繋がりも重視しているため、政策決定レベルまで影響力を増すかは注視する必要がある
だろう。
第二に、トランプは取引を重視するというが、今後の対ロ政策は彼の選挙基盤維持以外
に米国の利するように働くのだろうか。また、それは日本にどのように影響しうるのだろ
うか。地域性の強いエネルギー開発においてロシアと極東開発を進めてきた日本としては、
経済制裁の撤廃と極東開発の再開が可能となることは経済的なはずみになりえる。また、
国務省内でティラーソン国務長官に関連するエネルギー系の人脈が強くなることが予測さ
れるため、極東開発に携わってきた日本企業などのネットワークも重要となるだろう。た
だし、オバマ政権下ではロシアに厳しくあたる米国の代わりに日本が多少ロシアに接近す
ることで日本はロシアとの交渉において何らかの譲歩を得られる可能性があったが、今後
はそのカードは使いづらくなる。
当然ながら、トランプとロシアの接近には大きな懸念もある。たとえば、中露間では軍
事協力が行われているため、日米が対中牽制を行う際に政権内のロシア人脈を通じて情報が
流出し、牽制の効果が十分に発揮できないことなどが懸念される。実際に、オバマ大統領
は退任間際に米国内で活動するロシアのスパイと目される外交官の摘発・追放を行った 118。
これに対してロシア政府は米国による外交官追放への報復措置をただちにはとらないと表
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明したが、これについても、トランプはツイッターでプーチン大統領を称賛している。
最後に第三として、対中東政策は既に大きく転換されつつある。ISはトランプ支持者の
みならず、国民全体でも最大の脅威として認識されている。トランプは IS対策についての
大統領令を発しており、南シナ海を視野に入れた海軍強化もあわせて国防予算が増大する
見込みである。一方で、特に親イスラエルである宗教保守または軍拡派の対イラン強硬派
が政権幹部に散見する。そのため、すでに米国とイランが相互に疑心暗鬼となるツキディ
デスの罠を陥りつつある。日本の国際貢献不足が問われた湾岸戦争と親イスラエル系が暴
走してしまったとミアシャイマーらが指摘するイラク戦争の教訓を、どの程度生かして対
処することができるのかが問われるだろう。
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